
戦略産業クラスター計画と成長の鍵となる人材

2026年6月27日

経済産業省 中部経済産業局 産業部長 今野直明

地域の明日を創る新大学
～地域が必要とする大学を目指して～

シンポジウム 講演資料
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高市総理の看板政策「地域未来戦略」とは
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なぜ、今半導体が求められているのか ： 産業のコメと言われる理由

⚫ 半導体は、５G・ビッグデータ・AI・IoT・自動運転・ロボティクス・スマートシティ・DX
等のデジタル社会を支える重要基盤であり、人々の生活を様々なシーンで便利で豊かにする
重要な技術である。
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Step 1：半導体生産基盤強化
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

Step 2：次世代半導体の技術確立
⇒グローバル連携による次世代半導体技

術の習得・国内での確立

Step 3：将来技術開発
⇒光電融合技術など将来技術の実現・実装

時期の前倒し

2025 2030

YOLE GROUPのデータを基に経済産業省作成 https://www.yolegroup.com/product/report/overview-of-the-semiconductor-devices-industry-h1-2025/

2035

市場規模全体：約107兆円
市場規模全体：約139兆円

市場規模全体：約189兆円

我が国半導体戦略の基本方針
⚫ 2030 年に、国内で半導体を生産する企業の合計売上高（半導体関連）として、15 兆円超

（※2020年現在５兆円）を実現し、我が国の半導体の安定的な供給を確保する。
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中部地域における半導体戦略産業クラスター計画 素案（特徴と強み）

（キオクシア株式会社HPより引用）

最先端メモリと部素材の集積

世界最大級のNANDメモリ供給拠点

多様な半導体関連企業の集積

世界有数の需要産業の集積

自動車、工作機械、産業機械

研究開発と人材育成

大学での先端研究や試作環境

高度なモノづくり技術 半導体人材育成コンソーシアム

※各画像はイメージです。

中部地域半導体人材育成等連絡協議会
東海地域半導体実践人材育成拠点

みえ半導体ネットワーク
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中部地域における半導体戦略産業クラスター計画 素案（目指す姿）

• ユーザー産業の需要を起点に、半導体開発・実装が回るエコシステムを形成

研究基盤整備

人材育成

④サプライチェーン強靭化

半導体関連企業への支援

実用性と競争力を
備えた半導体の生産

①ユーザー産業の課題やニーズの把握

自動車 産業機械 工作機械等

②ニーズに基づく半導体開発

メモリ、パワー、アナログ、センサー等

インフラ整備

③エコシステムを支える基盤整備

実現に向けて必要な取組目指す姿

①②ユーザー産業と半導体企業による共創テーマ創出の場
ユーザー産業における将来的な用途や需給について、半導体企業
と継続的な協議・検討を行うための議論の場を設け、実用性と競
争力を備えた半導体の生産が継続的に行われる体制構築を目指す。 

③半導体企業における生産活動への支援
投資資金・工場用地・各種インフラ整備により、生産を支援する
とともに、半導体人材の育成により、人手不足の解消を目指す。
また、大学や公設試等の研究基盤を整備し、半導体関連分野にお
ける研究開発を支援する。

④サプライチェーン強靭化
高度なものづくり技術の半導体分野への展開支援や、半導体関連
企業間の横連携を促進し、産業基盤の強化を目指す。



中部地域における半導体戦略産業クラスター計画 素案
（実現に向けた課題と政策パッケージ）
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項目 課題 必要な政策対応の視点

投資資金 ・半導体デバイス製造には大規模な投資が継続的に必要
・特定半導体生産施設整備等計画
・認定供給確保計画

人材
・業界団体（JEITA）の試算では、今後10年間で中部地域
に必要な半導体人材は6,000人。

・公立大学の設置
   令和14年度の開学に向けて、JR四日市駅前に公立大学（収容定員400人）を設
置予定。同地に一部進出を検討する三重大学工学部と相互に補完した教育研究
体系を構築
・中部地域半導体人材育成等連絡協議会 等

サプライ
チェーン

・半導体産業への新規参入支援
・半導体産業とユーザー産業の共同開発機会の創出

・大規模投資補助金
・成長加速化補助金
・新事業進出／ものづくり補助金等
  このほか、半導体新規参入支援施策及びコンソーシアム形成

工業用地 ・用地確保／活用
企業誘致／工場拡張等の
・手続きの迅速化及びワンストップ化
・規制の緩和及びルール整備

道路 ・道路ネットワーク強化が必要
・東海環状自動車道等の道路ネットワークの強化（高規格道路等の整備、渋滞
対策等）

物流 ・調達及び製品出荷の輸送 ・港湾／空港等の物流ネットワークの強化

用水
・工業用水等の安定的な確保に向けたインフラ整備、耐震
化・用水管路の更新等
・工業用水量の確保

・木曽川水系連絡導水路事業等のインフラ整備、耐震／老朽化対策事業
・工業用水量確保事業

電力
・生産に伴う電力の確保
・停電による設備停止

・送電網の強化
・瞬停対策

防災 ・水害・土砂災害、南海トラフ地震等への対策 ・新丸山ダム建設事業等の防災・減災・国土強靭化の推進
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・電気電子以外の学生（情報・機械・化学・情報等）
・就職年次前の学生

・小中高生及びその保護者

・電気電子の就職活動年次の学生

• 2023年3月、「中部地域半導体人材育成等連絡協議会」を設置。
①半導体産業に関心を持つ学生の増加 、 ②半導体産業への人材輩出の拡大につながる環境の形成 を目指す。

• 産学連携による、工場見学会、インターンシップ、特別講義、合同業界説明会、人材育成プログラムの作成等を実施。

9

「中部地域半導体人材育成等連絡協議会」について

・（株）デンソー ・イビデン（株）

・サンディスク（同）・キオクシア（株）

・ユナイテッド・セミコンダクター・ジャパン（株）

・タワー パートナーズ セミコンダクター（株）

・加賀東芝エレクトロニクス（株）

・東芝デバイス＆ストレージ（株）

参画機関

企業８社

・名古屋大学 ・名古屋工業大学

・豊橋技術科学大学 ・豊田工業大学

・岐阜大学 ・岐阜工業高等専門学校

・三重大学 ・鈴鹿工業高等専門学校

・鳥羽商船高等専門学校 ・富山大学

・金沢大学 ・金沢工業大学

教育機関12機関

・愛知県 ・岐阜県 ・三重県

・富山県 ・石川県 ・文部科学省

・経済産業省

行政／支援機関７機関 連携機関

JEITA

高専機構

みえ半導体NW

東海地域半導体実践人

材育成拠点（enSET）

北陸半導体コンソーシアム

これまでの取組（2026.4）

工場見学会

インターン

特別講義

業界説明会

合計取組件数

２０８件

合計参加者数

8,442人

今後の取組（2026.4）

コア人材

関連人材

次世代人材基盤

コア人材から若年層まで対象を拡大



（注）2025年6月経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会「第4次中間整理」における2040年の産業構造推計（新機軸ケース）を前提としている。また、2022年就業者数は、総務省「就業構造基本調査」（令和4年度）、文部科学省「学校基本調査」
（令和4年度）の調査票情報を基に経済産業省が独自に作成・加工して利用しており、提供主体（総務省、文部科学省）が作成・ 公表している統計等とは異なる。
（注）職種分類は令和４年就業構造基本調査で用いた職業分類（総務省） による。「専門職」は、専門的・技術的職業従事者を指す。うち「AI・ロボット等の利活用を担う人材」は、機械技術者やその他の情報処理通信技術者等の職種を集計。「現場人材」は、生
産工程従事者、建設・採掘従事者、サービス職業従事者等の職種を集計。学歴は学校基本調査上の学部学科コードを元に分類（「院卒」には修士卒・博士卒を含む）。なお、右表には主要な項目のみ掲載しているため、ミスマッチ数の合計はゼロにならない。

2040年の就業構造推計（改訂版）の概要

• 2040年に十分な国内投資や産業構造転換が実現する場合(注)、人口減少により就業者数は約6700万人(2022年)から約6300万

人となるが、AI・ロボット等の利活用やリスキリング等により労働需要が効率化され、全体で大きな不足は生じない。

• 一方で、職種・学歴・地域間では需給ミスマッチが生じるリスクがあり、事務職(約440万人)や文系人材(約80万人)が余剰、

AI・ロボット等利活用人材(約340万人)を含む専門職や現場人材(約260万人)、理系人材(約120万人)が不足する可能性。

学歴別
高卒

(普通科)
高卒

(工業科)
高専卒

大卒・院卒
理系

大卒・院卒
文系

2040年
需給ミスマッチ

32万人 -91万人 -15万人 -124万人 76万人

2040年需要数/供給数 778万人/810万人 538万人/448万人 77万人/62万人 899万人/775万人 1549万人/1625万人

2022年就業者数 899万人 534万人 64万人 689万人 1678万人

職種別
専門職 うち

AI・ロボット等の
利活用を担う人材

事務職 現場人材
うち

生産工程従事者

2040年
需給ミスマッチ

-181万人 -339万人 437万人 -260万人 -206万人

2040年需要数/供給数 1867万人/1686万人 782万人/443万人 1039万人/1476万人 3283万人/3023万人 731万人/525万人

2022年就業者数 1288万人 236万人 1455万人 3637万人 835万人

2022年 2040年

※色分けはイメージ

6706万人

労働需要 労働供給

6303万人

AI・ロボット等の利活
用、労働の質の向上

(約200万人分相当）

職
種
・
学
歴
間
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
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職種別

専門職 事務職 現場人材

うちAI・ロボット等の
利活用を担う人材

うち
生産工程従事者

うち
その他現場人材

 2040年
需給ミスマッチ -20万人 -35万人 43万人 3万人 -13万人 16万人

2040年需要数 169万人 69万人 96万人 294万人 82万人 213万人

2040年供給数 149万人 35万人 139万人 297万人 69万人 229万人

2022就業者数 107万人 15万人 124万人 349万人 107万人 242万人

【東海】2040年の就業構造推計（改訂版）の概要

（注）2025年6月経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会「第4次中間整理」における2040年の産業構造推計（新機軸ケース）を前提としている。また、2022年就業者数は、総務省「就業構造基本調査」（令和4年度）、文部科学省「学校
基本調査」（令和4年度）の調査票情報を基に経済産業省が独自に作成・加工して利用しており、提供主体（総務省、文部科学省）が作成・ 公表している統計等とは異なる。
（注）職業分類は令和４年就業構造基本調査で用いた職業分類（総務省） による。「専門職」は専門的・技術的職業従事者を指す。また、うち「AI・ロボット等利活用人材」は、機械技術者やその他の情報処理通信技術者等の職種を集計。「現場人
材」は、生産工程従事者、建設・採掘従事者、サービス職業従事者等の職種を集計。学歴は学校基本調査上の学部学科コードを元に分類（「院卒」には修士卒・博士卒を含む）。なお、表中には主要な項目のみ掲載しており、ミスマッチ数の合計はゼ
ロにならない。

• 2040年にかけて就業者数が15万人減少する中、2040年時点では全体で27万人余剰となるが、

専門職や工業高校卒、高専卒、大卒・院卒理系では不足する可能性がある。

15万人減少

2022年 2040年
※色分けはイメージ

就業者数
609万人

労働供給
594万人

労働需要
567万人

学歴別
高卒

(普通科)
高卒

(工業科)
高専卒 大卒理系 院卒理系 大卒文系 院卒文系

 2040年
需給ミスマッチ 8万人 -6万人 -1万人 -8万人 -3万人 9万人 1万人

2040年需要数 69万人 52万人 7万人 62万人 20万人 129万人 10万人

2040年供給数 77万人 46万人 6万人 54万人 18万人 138万人 11万人

2022就業者数 67万人 59万人 6万人 40万人 14万人 141万人 9万人

職
種
・
学
歴
間
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

27万人余剰
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（注）学歴分類は、学校基本調査の学部学科コードを元に分類（「院卒」には修士卒・博士卒を含む） 。なお、表中には主要な項目のみ掲載しており、合計の列の値と各項目を合計した値は一致しない。
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まとめ ～地域の成長と大学に期待したいこと～

• 地域の成長の鍵は人材であり、公立大学の設置はその基盤になり得る取組

✓ 三重県は成長産業である半導体関連企業の集積という大きなポテンシャルを持
つ地域。

✓ 成長のボトルネックは人材。これは単なる生産年齢人口の減少ではなく、企業
が必要とする人材とのミスマッチ。

✓ 公立大学には地域企業との産学連携等を通じた実践的な教育を進め、地域産業
の将来を支える人材育成を期待したい。
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ご清聴ありがとうございました。
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